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背景と検証仮説

背景

• 国立大学は2004年度より法人化。

• 自主性・自立性によるインセンティブ強化
を通じた効率化。

• 大学運営ガバナンス改革。
• →裁量的な予算措置。
• →学長権限の強化。

• しかし、そのような改革は、当初意図した
とおり、効果的に機能しているのであろう
か？＝＞

• データを用いた科学的検証は全くなされ
ていない。

• ここでは、大学の財務パフォーマンスに対
する国立大学の運営組織ガバナンスの効
果について、参考として、データおよび検
証結果の情報を、提供

検証仮説

• 法人化の大学運営ガバナンス改革は、当
初意図したとおり、効果的に機能している
のであろうか？

• 大学の財務パフォーマンスに対する運営
ガバナンスの効果について考える。：仮説

• (1)運営組織の構成の違いは財務パ
フォーマンスに影響を与えるのか？

• (2)学長のトップダウン型意志決定シス
テムのもとで、学長のリーダーシップは、財
務パフォーマンスに影響を与えるのか？
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図1 国立大学法人の運営組織の仕組み

注)学長選考会議の選考委員は、経営協議会で選出された学内委員と教育研究評議会の代表者(同数)のほか、学長選考会議の定め
るところにより、学長または理事を加えることができる(ただし、委員総数の3分の1以下)
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理事・監査組織の構成
• 図表2 理事組織構造の推移 • 図表3 内部監査組織(監事)構造の推移

注)対象は富山大学を除く85法人(推定と対応させた)。また、［］

内の数値は、勤務形態は人数、専門、および勤務形態と専門
は法人数を表し、〈〉内の数値は1法人当たりの人数を表す。監
事は、1法人に対して、2名が任命され、同じ専門性を有する監

事が2名配属されている法人もある。
データ出所)文部科学省「監事名簿」よりデータを入手した。

注)対象は富山大学を除く85法人(推定と対応させた)。また、
［］内の数値は人数、〈〉内の数値は1法人当たりの人数を表す。
データ出所)文部科学省「監事名簿」よりデータを入手した。
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説明変数と被説明変数

• 説明変数 • 被説明変数

部局等の自己収入増加のインセンティ
ブ付与に関して特に予算配分に反映
させているかどうか

事務局から独立した内部監査組織の
設置など、監査対象組織からの独立
性が担保された内部監査の実施体制
が整備されているかどうか

学長裁量による教員定員や学長裁量
による人件費を確保し、配置、あるい
は配分しているかどうか

常勤監事数/監事総数

常勤理事数/理事総数

政策が実
施されてお
れば1、実
施されてな
ければ0、を
とるダミー
変数

b. 学長リー
ダーシップ
（大学改革
推進指標の
実施困難な
推進項目）

a. 組織の意
志決定力
（提言と監
視）

（6） 研究経費/教員数

（3） 寄付金収益/経常収益

Ｂ. 成長性、収益性

（2） 交付金依存度

運営費交付金収益

/(経常収益－付属病院収益)

（7） 教育経費/学生数

Ｄ. 活動性

（研究と教育の費用）

（5） 人件費/業務費Ｃ. 効率性

（4） 受託研究・事業収益

/経常収益

（1） 交付金依存度

運営費交付金収益/経常収益

Ａ. 健全性
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推定結果
ＤＣＢＡ

↑

（6）
研究経
費/教
員数

↑

↑

↑

↑

（3）

寄付金収益率

（4） 受託研
究・事業収益率

↓

↓

↓

（5）
人件費
/業務
費

（7）
教育
経費/
学生
数

（1） （２）

交付金依存度

被説明変数
説明

変数

b. 学長
リーダー
シップ

a. 意思決
定への影

響

学長裁量定員・
裁量人件費

↓
独立内部監査

組織

↓
インセンティブ予

算

↓↓
常勤監事数/監

事総数

↓
常勤理事数/理

事総数
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結果と評価
理事や監事の構成の影響１

理事や監事の構成の影響とし
て、外部資金獲得の効果が
考えられ、それが収入の改
善に寄与するが、一方で、
費用削減には効果を有しな

い。

理事の構造上の問題
学長任命で常勤･学内の理事割

合が高いことから人件費削
減に消極的

→ 理事構成を考え教育研究の質を
維持した費用削減を期待する。

監事の構造上の問題
会計業務専門の監事は、法人

全体の40%で殆どが非常勤
→ 文部科学大臣任命の監事の役

割が重要。
→ 会計専門監事が財務の効率面

から積極的に監査する仕組み
が必要。

→ 会計専門監事の割合を高め、教
育研究の質を維持するため役
員会(理事)とのバランスが重
要。

学長のリーダーシップ

学長のリーダーシップが高い
大学は、収入パフォーマン
ス改善と支出パフォーマン
ス改善の両方で効果を有す
る。

→革新的な政策を実施するほ
どの強いリーダーシップを
持った学長の存在が、大学
運営のパフォーマンスを高
めている。

→ 当初、法人化が制度上意図
した効果が現在結果として
表れていると評価できるの
ではないか。各法人は学長
選考会議において、リーダー
シップを有する学長を選出
すべきであろう。

理事や監事の構成の影響２

理事や監事の構成は、教員当た
りの研究費には効果がない
が、一方、学生当たりの教
育費は低下させる効果を有
する(教育の質を維持してい
るかぎり、コスト効率的に
なっていると言える。)

→ 教育活動の質を維持しながらの
コスト効率化につながるような
構成の仕組みが必要。
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補論：データと推定方法・式

• 推定対象：85国立大学法人 推定期
間：2004年から2006年

• 推定手法：プーリング推定
• (1)大学類型ダミーを定数項に用いる
• →類型別に大学の異質性が存在すると

仮定し、類型ダミーが短期的にコント
ロールできない要因をコントロールし、
短期的にコントロールできる要因は大
学の裁量と考えられ大学ガバナンス変
数(説明変数)に依存

• (2)学生数/教員数(コントロール変数)
• →類型内の大学で調整不可能な規模や

施設・設備などの差をコントロール

• (3) 1期及び2期ラグ説明変数
• →被説明変数と説明変数の間の因果関

係

• 推定式：

• Ｐit＝Ｄ＋β0ＤＤＭit＋β1ＡＤＭit＋β2

ＰＤＭit＋β3Ｃit＋εit

• Ｐ：財務パフォーマンス
• Ｄ：定数項(国立大学類型ダミー変数

を用いた)
• ＤＤＭ：理事組織の意志決定
• ＡＤＭ：監事監査組織の意志決定
• ＰＤＭ：学長のリーダーシップ
• Ｃ：学生数/教員数(コントロール変

数)
• ε：誤差項
• 添え字i：85国立大学法人、
• t：2004から2006年の時点
• β：係数ベクター

• ケース:(1)ラグ変数なし、(2)1期ラグ
変数、(3)2期ラグ変数
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